


対象となりません。

中小企業等経営強化法に係る固定資産税の特例割合零の適用を受け、又は受ける予定の家屋及び機械設備は

※１ 成長分野の工場の詳細については、裏面にてご確認ください。
※２ 小企業者で新事業所に勤務する従業員数が９人以下のものは、補助率及び額が２分の１となります。

補助率及び額 ※２


